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根拠法令等
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経由日数

提出先

提出時期

提出方法

手数料

相談窓口

ホームページ

備　考

都市整備局市街地整備部連携事業課

30日

なし

都市整備局市街地整備部区画整理課(事業調整)

随時

国土交通省令に定める必要書類を都市整備局市街地整備部区画整理課(事業調整)へ提出してください。

なし

◎次に掲げる要件をすべて満たすことが必要です。
　１申請手続きが法令に違反していないこと。（法第86条第4項第1号）
　※次のような場合、法令に違反します。
　・土地区画整理法施行規則第11条に掲げる認可申請書の添付書類が添付されていない場合
　２換地計画の決定手続き又は内容が法令に違反していないこと（法第86条第4項第2号）
　※次のような場合、法令に違反します。
　・換地計画に法第87条に定める事項が定められていない場合
　・換地計画の決定手続きが法88条に違反している場合
　・換地計画の内容が次に掲げる法令に違反している場合
　　法第89条（換地）
　　法第89条の２（住宅先行建設区への換地）
　　法第89条の３（市街地再開発事業区への換地）
　　法第89条の４（高度利用推進区への換地）
　　法第90条（所有者の同意により換地を定めない場合）
　　法第94条（清算金）
　　法第95条（特別の宅地に関する措置）
　　法第95条の２（参加組合員に与える宅地）
　　法第96条（保留地）
　・次に掲げる法令に違反して換地計画が作成されている場合
　　規則第12条（換地設計）
　　規則第13条（各筆換地明細）
　　規則第14条（各筆各権利別精算金明細）
　３換地計画の内容が事業計画の内容と抵触していないこと（法第86条第4項第3号）
　４換地計画に係る区域に市街地再開発事業の施行地区が含まれている場合において、当該市街地再開発事業
の施行に支障を及ぼさないと認めるとき（法第86条第5項）

都市整備局市街地整備部区画整理課（審査）　（06-6208-9418）

都市整備局市街地整備部区画整理課（事業調整）　（06-6208-9412）

独立行政法人都市再生機構等施行の換地計画の変更の認可

独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社は、換地計画を変更しようとする場合は市長の認可（※）
を受けなければなりません。
※大阪版地方分権推進制度による大阪府知事事務移譲（平成19年4月1日）

土地区画整理法第97条第1項


